
安心して学ぶことができ、
誰一人取り残すことのない教育を目指して

長沼町立長沼中学校

「令和７年度不登校対策総合実践事業」成果資料

～サポートルーム、ピアサポート、ＩＣＴ活用を
通した取組～



１ 推進地域の児童生徒の現状

Ｒ７年度

長沼中学校不登校生徒数（４月）
（学級に入れない生徒も含む）

１年 ２年 ３年 合計

１名 ８名 12名 21名

○ 不登校生徒数とアンケートによる実態について

２ 目標、目指す子ども像
（１）目標

・生徒が安心して学習支援等を受けることができる多様な学び場の充実
（２）目指す子ども像

・自ら学習の場を選択し、主体的に学びに向かう生徒
・他者を尊重し仲間と認め合いながら協力できる生徒

Ｒ７年度

みんなが安心できる学校づくりアンケート
（学校風土アンケート ５月）

私は、学校でイライラしても上手に気分転換したり、
ストレスを解消したりする方法を学んでいる。

私は、周りの友達のことを尊重している。

肯定的な回答 67％ 肯定的な回答 88％



【サポートルームの様子】

（１）校内教育支援センター（サポートルーム）の開設

教育相談コーディネーターを中心に、様々な教員が運営に関わることより、生
徒に対する各教科の専門的な学習及びコミュニケーションの場の提供を実現した。

４ 取組のポイント

・校内教育支援センター（サポートルーム）の設置
により、生徒が多様な学び場を選択できるように
した。

・生徒の意見を踏まえて、登校時間、滞在時間、学
習内容等を決定することにより、登校への負担を
軽減できるようにした。

３ 今年度の取組



ピアサポートの内容が、各教科等やその他学校生活全体において必要なコミュ
ニケーションスキルであることを、生徒に意識させることができた。

４ 取組のポイント

・学習の機会を年５回設定した。
・適切な聴き方や自分の気持ちの伝え方について取り扱った。
・相手と自分の気持ちや考え方の違いを考えるようにした。
・友達が困っている時にどう声をかけるか、対立をどう解消するか考えるように
した。

・生徒同士が互いに支え合い、助け合う人間関係の構築に努めるよう取り組んだ。

（２）望ましい人間関係を築くためのピアサポートの充実

３ 今年度の取組



【Google classroomによる学習教材の配信画面】

・各教科等の授業において、
Google classroomを活
用し、本時の学習の流れ、
学習教材等を共有した。

（３）一人一台端末の活用（学習教材の提供）

３ 今年度の取組

４ 取組のポイント
生徒が学校以外の場でも、

他の生徒と同様に学ぶこと
が可能になった。



・不登校生徒に対して、教室の授業を配信することによる学習の場を提供した。

各教科等の授業において、Google classroom
による学習教材の提供と授業配信を併用するこ
とにより、生徒が自ら学ぶことができる体制を
整備できた。

【オンライン配信の様子】

（４）一人一台端末の活用（授業配信）

３ 今年度の取組

４ 取組のポイント



不登校生徒のうち、多様な学び場での学
習機会を選択した生徒（12月）

不登校生徒数に対する割合 52％

不登校生徒のうち、多様な学びの場での
学習機会を選択した生徒（４月）

不登校生徒数に対する割合 38％

１年 ２年 ３年 合計

１名 ４名 ３名 ８名

１年 ２年 ３年 合計

１名 ６名 ４名 11名

５ 成果と課題

成果
・多様な学びの場を提供することにより、生徒自身が学習機会を選択し、学びに向か
うことができたと実感するようになった。

課題
・不登校生徒を含む全ての生徒の個性が尊重され、安全・安心な居場所となる授業づ
くりを図る必要がある。



Ｒ７年度

みんなが安心できる学校づくりアンケート（学校風土アンケート 10月）
私は、学校でイライラしても上手に気分転換したり、
ストレスを解消したりする方法を学んでいる。

私は、周りの友達のことを尊重している。

５ 成果と課題

成果
・ピアサポート等の望ましい人間関係づくりに向けた取組を行ったことにより、アン
ケート結果において、５月実施時よりも肯定的な回答が増えた。

課題
・今後、アンケート結果に基づいた各学校等による考察・分析を、町内の小・中学校
の全教職員で共有を図る。

肯定的な回答 71％ 肯定的な回答 88％



○ 不登校生徒に対する学習の機会の提供
・サポートルームにおける支援体制の充実
・ICTの活用（クラウドを活用した授業展開、

授業の配信）

○ 自己肯定感を高め、学校が楽しいと思えるための
授業内容の工夫
・ピアサポートの充実
・生徒が安心して学ぶことができる授業の実施

○ アンケート結果に基づく組織的な取組の推進

６ 次年度以降の取組に向けて


